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組 織 運 営 

 
Ⅰ．理事会及び総会の開催 
 
  ◎ 理事会の開催 
  

第１回理事会（書面決議） 
          理事会の決議があったものとみなされた日： 

令和７年４月２５日（金） 

          理事会の決議があったものとみなされた事項の内容： 

第５１回定時総会における上程議案の承認の件 

１号議案 令和６年度事業報告、決算報告に関する件 

２号議案 令和７年度事業計画、正味財産増減予算に関する件 

３号議案 規定の改定（高年齢者雇用確保措置／定年制度について）に関する件 

４号議案 特別会員に関する件 

５号議案 役員の改選に関する件 

 

  第２回理事会 

          日 時：令和７年５月２７日（火）１４時～１４時１５分 

          場 所：アジア会館２階会議室 

          議 事 

１号議案 令和６年度事業報告、決算報告に関する件 

２号議案 役員の改選に関する件 

 

  第３回理事会 

          日 時：令和７年５月２７日（火）１４時４５分～１４時５５分 

          場 所：アジア会館２階会議室 

          議 事：役付理事選定に関する件 

 
  第４回理事会 

          日 時：令和８年３月５日（木）１４時～１４時５５分 

          場 所：アジア会館３階会議室 

          議 事： 

１号議案 令和７年度事業報告、決算報告に関する件（第３四半期） 
２号議案 令和８年度事業計画、正味財産増減予算に関する件 

 

  ◎ 総会の開催 

 

      定時総会（第５１回） 

            日 時：令和７年５月２７日（火）１４時１５分～１４時４５分 

          場 所：アジア会館２階会議室 
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          議 事 

１号議案 令和６年度事業報告、決算報告に関する件 

２号議案 令和７年度事業計画、正味財産増減予算に関する件 

３号議案 規定の改定に関する件 

４号議案 特別会員に関する件 

５号議案 役員の改選に関する件 
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Ⅱ．会員 

 

 

正    会    員 

 
                                         （令和 8 年 5 月 29 日現在、50 音順） 

 

 (株)ア イ ・ テ ィ ・ ビ ・ エ ス               荒川区西日暮里５－１１－８ 

 
 (一財) ア ジ ア 会 館 港区赤坂８－１０－３２ 
 

(株) ア ル フ ァ イ ン テ ル   港区西新橋１－２０－１０ 
 
  イ カ リ 消 毒               (株) 新宿区新宿４－３－２５ 

 
ＮＳファーファ・ジャパン(株) 中央区新川１－２４－１ 
 

  大 塚 薬 品 工 業               (株) 豊島区西池袋３－２５－１５ 
 

  (一社) 太 平 洋 協 会   港区赤坂８－１０－３２ 
 

日本貿易振興機構アジア経済研究所 千葉市美浜区若葉３－２－２ 
 
  (公財) 農 村 更 生 協 会 長野県諏訪郡原村農場１７２１７ー１１８ 

 

マ ル コ ー フ ー ズ (株) 深谷市新戒６９７－１ 
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特    別    会    員 
 

                                         （令和 8 年 5 月 29 日現在、50 音順） 
 

井 佐 彰 洋   海外農業開発協会事務局長 

大 熊 幹 章   元森林総合研究所理事長 

片 倉 和 人   農と人とくらし研究センター代表理事 

佐 藤 貞 茂   アルファインテル代表取締役 

佐 藤 雅 俊   東京大学名誉教授 

品 田 正 道   元農村更生協会会長 

瀬 井 冨 雄   アイ・ティ・ビ・エス代表取締役 

田 中 聡 司   大塚薬品工業代表取締役社長 

豊 原 秀 和   元東京農業大学副学長 

杉 渕 テ ル   北秋田市合川日中友好交流協会事務局長 
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Ⅲ．役員 

 
 

理    事  ・  監    事 

                                   

                                         （令和 8 年 5 月 29 日現在、50 音順） 
 

理  事  長    豊 原 秀 和  元東京農業大学副学長 

専務理事    井 佐 彰 洋  海外農業開発協会事務局長 

       理     事    安 藤 洋 子     アジア会館専務理事 

    〃    猪 熊 幸 二  NS ファーファ・ジャパン相談役 

    〃    片 倉 和 人  農と人とくらし研究センター代表理事 

          〃             瀬 井 冨 雄     アイ・ティ・ビ・エス代表取締役 

〃    田 中 聡 司  大塚薬品工業代表取締役社長 

監     事    佐 藤 貞 茂  アルファインテル代表取締役 

  〃    佐 藤 雅 俊  東京大学名誉教授 
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事 業 内 容 
 

Ⅰ．交流推進事業 

 

(１) 情報の収集・整備及び提供 

 

①  情報の発信源としてホームページを運用している。イベント情報、技能実習生受入事業

(監理団体)、地産商品ショップ KAKEHASHI、相談室海外農業開発、 
資料室：機関誌「海外農業開発」（1975 年 12 月第 1 号 ～ 2004 年 7 月第 274 号） 
 
【50 周年事業】「資料室」の拡充、以下の資料を追加掲載した。 
・広報誌「海外農業開発」 

1975 年 11 月第 1 号 ～ 1976 年 8 月第 4 号、1977 年 2 月第 5 号（熱帯野鼠創刊号） 
・「海外農業投資の眼」農林水産省補助事業情報誌 

1996 年 12 月第 1 号 ～ 2006 年 3 月第 27 号 
・「アマゾンの風物詩」（1995 年 3 月 3 日発行）仁科雅夫元理事長著 
・財団法人海外農業開発財団の刊行物 
「海外農業ニュース」 1969 年 12 月 No.1 ～ 1974 年 9 月 No.58 
「海外農業セミナー（通信テキスト）」 1971 年 6 月 No.1 ～ 1974 年 4 月 No.14 
 

②  寄せられた海外農業投資、地産商品開発、技術指導、専門家派遣等の問い合わせに対し、

役職員、専門委員が対応する体制を整えた。 
 
（２）「中国農業委員会」の活動 
 

八ヶ岳農業実践大学校の帰国研修生と立ち上げたグループ SNS（登録人数 30 人）を

通じ、双方向でビジネス・時事・文化等の情報交換・交流を継続した。 
 
【50 周年事業】協会設立 50 周年事業に当たり、4 名の帰国研修生から記念誌への投稿

を得た。2004 年来日の付建和氏が 50 周年記念小宴（12 月 17 日開催）のために来日し、

出席した。 
 

（３）「熱帯野鼠対策委員会」の活動 
 

① 年次会合（11 月 13 日）の開催 
 

② 熱帯野鼠研究会の開催（11 月 13 日） 
演 題：「野ソによる農業被害対策について」 
講演者：宮古島市農政課 粟國明仁 

 

③ 野鼠防除専門家の派遣 
国際協力機構筑波センターで実施中の研修コースに専門家を派遣した。 
講 師：熱帯野鼠対策委員会 常任委員 小泉亮子 



 - 7 -

講 義：鼠の生態的特性と防除 
月 日：9 月 29 日／稲作技術向上(普及員)(A)コース 

 

④ 【50 周年事業】50 周年記念調査 
海外調査実施について有識者より情報収集、ヒアリングを行ったが、実施に至る案件は

見出せなかった。 
一方、沖縄県における野鼠被害の情報が寄せられ、地元関係者らにイアリングを行い、

宮古島のサトウキビ畑における野鼠被害実態予備調査を行った。（3 月 23 日～25 日） 
 

（４）「専門委員会」の活動 

 

民間・政府機関からの専門家の派遣要請に応じられる体制を維持し、協会事務局と情報

交換した。「相談室 海外農業開発」への対応体制を敷いている。 

 

（５）50 周年記念事業 

・50 周年記念小宴開催（アジア会館 1 階「四季）、12 月 17 日、約 70 名） 
・記念品頒布：ロゴ入り菓子、食用エゴマ油(協会開発の地産商品)、コシヒカリ(NPO 

法人農と人を拓く学び舎向志朋)、大根(白井市農家)、 
・記念誌の刊行（500 部） 
 
 

Ⅱ. 政府機関・民間企業等受託事業 

 

（１）調査・研究事業 

 
   ＜ 国際協力機構 ＞ 
 

A. JICA 沖縄センターからの依頼を受け、JICA 海外協力隊セミナー（12 月 7 日）で職員が

JICA 海外協力隊時代の体験談をオンラインで発表した。 
実施場所：東京農業大学宮古亜熱帯農場 
対象者：東京農業大学国際食料情報学部国際農業開発学科 ３～４年の学生 

 
 

B.  エチオピア国 市場志向型小規模園芸農業推進プロジェクトフェーズ２に市場志向型の農

業普及を促進するため園芸生産研修分野の専門家を派遣した。 
    契約期間：2024 年 12 月 25 日～2026 年 2 月 23 日 
    派遣期間：2026 年 1 月 8 日～2 月 6 日（30 日） 

 
＜ 民間企業等 ＞ 

 
A. 公益財団法人国際労働財団の要請に応じ、昨年に引き続き支援業務を行った。同財団が

ラオス、ネパールで立ち上げた Agri プロジェクトは、今年度はネパールとスリランカを

調査対象国とした。日本からのオンラインセミナー及び現地調査に専門家を派遣し、

SHEP アプローチによるプロジェクト運営を主導した。 
ネパール派遣期間：2025 年 12 月 3 日～12 月 6 日 
タイ派遣期間（業務調整、情報収集）：2025 年 12 月 7 日～12 月 9 日 
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※現地調査開始後、スリランカで集中豪雨による広域災害が発生したため調査を中止し

た。 
 

（２）受入研修事業 

 

   ＜ 国際協力機構 ＞ 

 

A．2024 年度稲作技術向上(普及員)(A)コース【2 年次】 
指導員 ：2 名 
研修内容：栽培実習及び稲作技術の普及計画作成 
実施期間：2025 年 2 月 7 日～11 月 28 日 
契約期間：2025 年 1 月 20 日～2026 年 1 月 30 日 
対象国 ：ブルキナファソ、ブルンジ、カメルーン、コンゴ民主共和国、ガンビア、 

ガーナ、リベリア、マダガスカル、モザンビーク、セネガル、南スーダン、 
ウガンダ、ザンビア  

研修員 ：13 名 
 
B．2024 年度アフリカ地域市場志向型農業振興（普及員）コース【1 年次】 

指導員 ：2 名 
研修内容：市場志向型野菜栽培技術に関する実験・実習 
実施期間：2025 年 3 月 11 日～2025 年 9 月 25 日 
契約期間：2025 年 2 月 3 日～2026 年 1 月 30 日 
対象国 ：ボツワナ、エチオピア、ガーナ、レソト、マラウイ、ナミビア、 

南スーダン、ウガンダ、ジンバブエ 
研修員 ：11 名 

 
C． 2024 年度天水稲栽培・種子生産及び品種選定技術コース【3 年次】 

指導員 ：2 名 
研修内容：陸稲品種の栽培・種子生産・品種選定・種子保存技術に関する実験・実習 
実施期間：2025 年 3 月 10 日～2025 年 11 月 21 日 
契約期間：2025 年 1 月 6 日～2026 年 3 月 3 日 
対象国 ：アンゴラ、バングラデシュ、カメルーン、エチオピア、ガーナ、ガイアナ、 

シエラレオネ、ウガンダ 
研修員 ：9 名 
 

D．2025 年度稲作技術向上(普及員)コース【3 年次】 
指導員 ：2 名 
研修内容：栽培実習及び稲作技術の普及計画作成 
実施期間：2026 年 3 月 9 日～2026 年 11 月 27 日 
契約期間：2026 年 1 月 19 日～2027 年 1 月 29 日 
対象国 ：カメルーン、エチオピア、ガーナ、リベリア、マラウイ、モザンビーク、 

南スーダン、ウガンダ 
研修員 ：9 名 
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E．2025 年度市場志向型農業振興 SHEP アプローチ（普及員）コース【2 年次】 
指導員 ：2 名 
研修内容：市場志向型野菜栽培技術に関する実験・実習 
実施期間：2026 年 3 月 9 日～2026 年 9 月 18 日 
契約期間：2026 年 2 月 2 日～2027 年 1 月 29 日 
対象国 ：ボツワナ、エチオピア、ガーナ、レソト、ナイジェリア、スーダン、 

タンザニア、ウガンダ、ジンバブエ 
研修員 ：11 名 

 
F．2025 年度天水稲栽培・種子生産及び品種選定技術コース【1 年次】 

指導員 ：2 名 
研修内容：陸稲品種の栽培・種子生産・優良種子生産・供給システム確立・収穫後処理技

術に関する実験・実習 
実施期間：2026 年 3 月 2 日～2026 年 10 月 16 日 
契約期間：2026 年 2 月 2 日～2026 年 12 月 25 日 
対象国 ：カメルーン、コートジボワール、エチオピア、ガンビア、マラウイ、モザンビ

ーク、パプアニューギニア、フィリピン、セネガル、ザンビア、ジンバブエ 
研修員 ：11 名 

 
 
Ⅲ．地域振興事業 

 

（収益事業としての地産商品開発） 
 NPO 法人農と人とくらし研究センター（長野県岡谷市）及び NPO 法人農と人を拓く学

び舎向志朋（千葉県白井市）と協働で商品化（栽培、加工、商品規格）したキクイモ粉末、

キクイモチップス、エゴマ油を継続生産している。 
協会ホームページ「地産商品ショップ KAKEHASHI」、東京農大発株式会社メルカー

ド（世田谷キャンパス内）、世田谷区内コンビニ、我孫子市内農産物直売所、白井市贈答

品店で販売している。 
エゴマ油は、千葉県白井市のふるさと産品、ふるさと納税返礼品に登録されている。 
 
本事業は未だ規模は小さいが、公益的事業、ODA 受託事業、民間受託事業と並ぶ協会

の新たな基幹事業と位置づけているので、収益性の確保を念頭に継続して参る。 
 

① NPO 法人農と人とくらし研究センター（長野県岡谷市）、甘楽富岡地域集落活性化協

議会（群馬県甘楽町）、NPO 法人武尊根 BASE（群馬県片品村）、NPO 法人農と人を

拓く学び舎向志朋（千葉県白井市）について企画・運営の面から協議を継続した。 

 

② NPO 法人農と人を拓く学び舎向志朋（千葉県白井市）において農業体験、農業研修、

担い手人材育成、耕作放棄地の活用と農業の推進、新規作物の導入（キャッサバ、ハス

イモなど）に取り組んだ。 
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③ 海外の農業開発事業に携わった人材を国内農業の再構築に活用することが有効であると

の観点から、農村が求める人材ニーズとのマッチング、地域振興、人材育成活動支援を

行った。 
 

④ 地域おこし協力隊（旧田舎で働き隊）、JICA 海外協力隊参加希望者・帰国者、青年就

農、新規就農などで地方へ向かおうとする人材に対して情報提供、マッチング等の相談

に応じた。 
 
 
Ⅳ．外国人技能実習生受入れ事業  

 
令和 3 年 5 月 10 日、監理団体として認可後、新型コロナウイルスの感染拡大防止対策で

人の移動が制限され、実習実施者（受入れ農家）の経営事情が変化したことで実習生の受

入れは実現していない。 
今年度は外国人技能実習機構への年度事業報告、毎四半期外部監査を実施し、外国人技

能実習生受入事業の規定及び監理費表をホームページで公表している。 
外国人技能実習制度は、令和 6 年 6 月 14 日の法改正（改正出入国管理法）により、開

発途上地域等の経済発展を担う人づくりへの国際協力「技能実習制度」から人手不足分野

における人材の育成と確保を目的とする「育成就労制度」へと抜本的に改められた。 
令和 9 年の施行により、「技能実習（技能実習 1 号 2 号 3 号）」が特定技能 1 号への移

行を前提とする「育成就労」となり、協会は許可要件を一般監理事業から特定監理事業に

変更することが求められることから、監理支援機関の許可申請について検討した。 



                                                       　　  Ⅰ．正味財産増減計算書

　　　　　　 　 令和７年４月１日から令和８年３月３１日
（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
　　（１）経常収益

 〔受取会費〕              １,７００,０００ １,７００,０００ ０
　　受取会費 １,７００,０００ １,７００,０００ ０
 〔事業収益〕              １３５,１４８,３７５ １４２,４１７,５６０ △７,２６９,１８５
　　政府機関・民間企業等受託金収益 １３４,６８４,０２０ １４１,９４０,１４８ △７,２５６,１２８
　　地域振興事業収益 ４６４,３５５ ４７７,４１２ △１３,０５７
　　外国人技能実習生受入事業収益 ０ ０ ０
　　広報収益 ０ ０ ０
 〔受取寄付金〕            ０ ０ ０
　　受取寄付金 ０ ０ ０
 〔雑収益〕                ４８５,９５７ ５９,９０１ ４２６,０５６
  　受取利息         ２４２,０５２ ５１,８９３ １９０,１５９
  　雑収益 ２４３,９０５ ８,００８ ２３５,８９７
 〔その他経常収益〕            ８,０００,０００ ０ ８,０００,０００
　　退職給与引当金取崩益 ０ ０ ０
　　50周年事業引当金取崩益 ８,０００,０００ ０ ８,０００,０００

 【経常収益計】 １４５,３３４,３３２ １４４,１７７,４６１ １,１５６,８７１
　　（２）経常費用

 〔事業費〕                １１８,３６３,６０５ １１２,５２７,４９９ ５,８３６,１０６
　　情報収集・整備費 ０ ０ ０
　　広報費 ０ ０ ０
　　講演会等開催費 ０ ０ ０
　　中国農業委員会費 ０ ０ ０
　　熱帯野鼠対策委員会費 ５０,０００ ５１,００４ △１,００４
　　専門委員会費 ０ ０ ０
　　調査・研究事業費 １,７４９,２８９ ３,８９５,２８５ △２,１４５,９９６
　　受入研修事業費 １６,７３１,２００ １７,７７１,４６４ △１,０４０,２６４
　　外国人技能実習生受入事業費 １４５,２４４ １３２,６６０ １２,５８４
　　50周年記念事業費 ６,４２９,０１８ ２５０,５３７ ６,１７８,４８１
　　期首製品等棚卸高 ３０２,８４６ ４２２,７４７ △１１９,９０１
　　地域振興事業費 ６９２,３３１ ４３８,２０８ ２５４,１２３
    期末製品等棚卸高 △３１１,９７２ △３０２,８４６ △９,１２６
　　役職員給与 ６６,７６７,１１７ ６４,１０７,１８５ ２,６５９,９３２
　　福利厚生費 ９,０６９,２３３ ９,０９４,２６５ △２５,０３２
　　事務所費 ４,３９５,６００ ４,３９５,６００ ０
　　交際費 １０９,８２２ １８０,９２９ △７１,１０７
　　旅費交通費 ９６,５４８ １５０,２８７ △５３,７３９
　　会議費 ０ ０ ０
　　通信運搬費 １００,０１５ ９５,５８７ ４,４２８
　　消耗品費 １６１,８５７ １５８,９１４ ２,９４３
　　印刷製本費 ８２,３６８ １０８,００９ △２５,６４１
　　資料費 １２,９６０ １０,８００ ２,１６０
　　賃借料 １,５２７,８８１ １,４４７,４９０ ８０,３９１
　　租税公課 ９,４７７,６００ ９,３３５,８００ １４１,８００
　　支払負担金 ０ ０ ０
　　雑費 ７７４,６４８ ７８３,５７４ △８,９２６
 〔管理費〕                ５,４０８,２３２ ７,４３６,０９１ △２,０２７,８５９
　　役職員給与 １,７３２,６２１ １,６６１,９０３ ７０,７１８
　　福利厚生費 ２４０,３７２ ２４０,６２９ △２５７
　　事務所費 ４８８,４００ ４８８,４００ ０
　　交際費 １２,２０２ ２０,１０３ △７,９０１
　　会議費 ４９,９５０ ５７,０００ △７,０５０
　　旅費交通費 １０,７２８ １６,６９８ △５,９７０
　　通信運搬費 １１,１１３ １０,６２１ ４９２
　　消耗品費 １７,９８４ １７,６５７ ３２７
　　印刷製本費 ９,１５２ １２,００１ △２,８４９
　　資料費 １,４４０ １,２００ ２４０
　　賃借料 １６９,７６５ １６０,８３２ ８,９３３
　　租税公課 ７０,０００ ７０,０００ ０
　　支払負担金 ７２６,０００ ８１０,０００ △８４,０００
　　雑費 ８６,０７２ ８７,０６４ △９９２
　　什器減価償却費 ０ ０ ０
　　支払利息 ０ ０ ０
　　予備費 ０ ０ ０
　　退職引当金繰入 １,７８２,４３３ １,７８１,９８３ ４５０
　　５０周年記念事業引当金繰入 ０ ２,０００,０００ △２,０００,０００

 【経常費用計】 １２３,７７１,８３７ １１９,９６３,５９０ ３,８０８,２４７
 【当期経常増減額】 ２１,５６２,４９５ ２４,２１３,８７１ △２,６５１,３７６

２．経常外増減の部
　　（１）経常外収益 ０ ０ ０
 【経常外収益計】 ０ ０ ０
　　（２）経常外費用 ０ ０ ０
 【経常外費用計】 ０ ０ ０

科　　　　　　　目
当年度

（Ａ）
前年度

（Ｂ）
増  減

（Ａ－Ｂ）



 【当期経常外増減額】      ０ ０ ０
 【当期一般正味財産増減額】  ２１,５６２,４９５ ２４,２１３,８７１ △２,６５１,３７６
 【一般正味財産期首残高】  ８３,４１１,０２０ ５９,１９７,１４９ ２４,２１３,８７１
 【一般正味財産期末残高】  １０４,９７３,５１５ ８３,４１１,０２０ ２１,５６２,４９５

　　受取補助金等        ０ ０ ０
　　一般正味財産への振替 ０ ０ ０

Ⅱ　指定正味財産増減の部
 【当期指定正味財産増減額】  ０ ０ ０
 【指定正味財産期首残高】  ０ ０ ０
 【指定正味財産期末残高】  ０ ０ ０

Ⅲ　正味財産期末残高 １０４,９７３,５１５ ８３,４１１,０２０ ２１,５６２,４９５

当年度
（Ａ）

前年度
（Ｂ）

増  減
（Ａ－Ｂ）

科　　　　　　　目



Ⅱ．貸 借 対 照 表

令和８年３月３１日現在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　　　　目
当　年　度

　（Ａ）
前 年 度

（B）
増  減
（Ａ-Ｂ）

Ⅰ　資産の部

１．流動資産
    現金・預金 110,477,876 90,005,326 20,472,550
    未収入金 0 8,172,343 △ 8,172,343
　　材料 7,132 0 7,132
　　半製品 284,942 248,262 36,680
　　製品 19,898 54,584 △ 34,686
　　前払金 1,180,570 8,800 1,171,770
    仮払金 923,597 1,368,741 △ 445,144
    流動資産合計 112,894,015 99,858,056 13,035,959

２．固定資産
    普通預金 9,180,332 7,397,899 1,782,433
    定期預金 1,000,000 1,000,000 0
    電話加入権 185,400 185,400 0
    固定資産合計 10,365,732 8,583,299 1,782,433

    資産合計 123,259,747 108,441,355 14,818,392

Ⅱ　負債の部

１．流動負債
　　未払金 7,006,601 7,568,210 △ 561,609
　　預り金 1,099,299 1,064,226 35,073
　　借受金 0 0 0
　　流動負債合計 8,105,900 8,632,436 △ 526,536

２．固定負債
　　退職給与引当金 10,180,332 8,397,899 1,782,433
　　50周年記念引当金 0 8,000,000 △ 8,000,000
　　固定負債合計 10,180,332 16,397,899 △ 6,217,567

　　負債合計 18,286,232 25,030,335 △ 6,744,103

Ⅲ　正味財産の部
　　その他一般正味財産 104,973,515 83,411,020 21,562,495
　　一般正味財産 104,973,515 83,411,020 21,562,495
　　正味財産合計 104,973,515 83,411,020 21,562,495
　　負債・正味財産合計 123,259,747 108,441,355 14,818,392



Ⅲ．財務諸表に対する注記

１. 重要な会計方針

(１)棚卸資産の評価方法

最終仕入原価法による。

(２)固定資産の減価償却の方法

什器備品：定率法による。
ソフトウェア：定額法による。

(３)消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は税込み方式による。

２. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

電話加入権 185,400 0 185,400

185,400 0 185,400

３. 退職給与引当金

　　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給与債務の見込み額を計上している。

(単位：円)

科　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

退職給与引当金 8,397,899 1,782,433 0 10,180,332

合    計



 

Ⅳ．附属明細書 

 

引当金の明細 

「公益法人会計基準」の運用方針（平成20年4月11日 平成21年10月16日改正 内閣府公益認定

等委員会）に定める附属明細書の記載上の留意事項に従い、財務諸表の注記に記載しているため、

内容の記載を省略する。 
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